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1. はじめに 

電力自由化や脱炭素化を背景に、再生可能エネルギ

ーを中心とした分散型エネルギーシステムの導入が促

進されている。再生可能エネルギーの中でもごみ焼却

発電は、太陽光発電や風力発電と比べて比較的安定し

た電力を供給できること、焼却発電施設は各地域に存

在することから、地域の自立・分散型発電の中核として

の役割が期待される。さらに蓄電池の設置により、電力

安定化やピークシフトへの対応などが可能となる。 

しかし、現状では蓄電池の導入コストが高く普及が

進んでいない。そのため本研究では、ごみ焼却発電施設

に蓄電池を併設する際に、事業採算性を考慮した小規

模かつ最適な蓄電池容量の算出方法について検討した。 

2. 分析内容  

2.1 余剰電力量及び需要電力量の変動データ 

本研究では図 1 に示すように実際のごみ焼却発電施

設の余剰電力量(売電量)と供給先の需要電力量の１日

の変動データを用いた。１） これにWebPlotDigitizer 4.6

を用いて 30 分毎の変動のデータを読み取り、電力の過

不足を求めた結果を図 2 に示す。        

2.2 蓄電池の仕様 

蓄電池は、大容量、高エネルギー密度、長寿命という

特長を持つNAS電池を選定した。規格を表1に示す 2)。 

2.3 分析方法 

(1)電力量算出 

図２において合計値がマイナスは必要電力量を、プ

ラスの場合は蓄電可能を意味する。必要最大出力は 857 

kW、必要電力量は 3,488 kWh となる。需要電力量・余

剰電力量は日々変動するものであるが、本研究では今

回用いた 1 日のデータを年間の 1 日平均値と仮定した。 

(2)電力供給 

電力供給イメージを図 3 に示す。蓄電池から必要電

力を供給するが、不足分は電力卸市場より購入する。ま

た、需要側の要求出力が蓄電池の出力能力である 200 

kW を超えている場合は、卸市場より購入する。電力価

格を表 2 のように設定した。 

(3)事業性評価 

事業性評価には、一般的に用いられることの多い

IRR(内部収益率; Internal Rate of Return)を用いた。な

お、事業採算の可否を決めるハードルレートは一般的

に 10～15%とされることが多いため、今回は 10%を目

安とした。算出に関わる項目を表 3 のように設定した。 

2.4 分析条件  

蓄電池ユニット数を 1～5 ユニットとし、以下の 5 つ

の条件の結果を求めた。 

条件①:蓄電池単価を 40,000 円/kWh とした場合 

条件②:蓄電池単価を 20,000 円/kWh とした場合。技術

進歩によるコストダウンや補助金活用などにより蓄電

池の価格が 50％になる場合を仮定した。 

条件③:蓄電池単価を容量に応じて変化させた場合で、 

Case1 を基準に蓄電池費用が容量比の 0.6 乗に相当す

ると仮定して、費用を算定した。 

図 1 余剰電力量と需要

電力量の推移 

図 2 電力の過不足の推移 

表 1 NAS 電池の規格（1 ユニット当たり） 

表 3 IRR に関わる要素 

図 3 電力供給イメージ 

 表 2 電力価格設定 
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条件④:CO2 削減価値を収益化した場合で、電力卸市場

より購入した市場電力を卒 FIT 電力に置き換えたこと

による CO2 削減量を再エネクレジット価格に転換し、

収益に加える。なお、市場電力の CO2 排出係数は 0.5 

kg-CO2/kWh、再エネクレジット価格は 2020 年の東京

都の価格を参考に 5,600 円/t-CO2に設定した。 

条件⑤:条件③④の両方を加味した場合。 

3．分析結果 

分析Ⅰ．蓄電池価格と事業性評価 

条件①、②の結果を表 4、５に示し、図 4 にまとめた。

IRR は、蓄電容量が小さいものが大きく、必要容量を蓄

電容量が上回る Case3 から減少を始める。条件①の場

合は、卒 FIT 電力の価格に関わらず事業採算性は低い

ことが分かった。条件②より、蓄電池価格が現状の 50%

に抑えられれば、卒 FIT 電力価格が市場価格より 10 円

低い場合は十分な採算性が見込まれるといえる。 

分析Ⅱ. 蓄電池単価変動、CO2クレジット化を加味した

場合の事業性評価 

条件③～⑤の結果を表 6～8 に示し、図 5 にまとめた。

卒 FIT 電力価格が市場価格より 10 円低い場合のみ記

す。条件③の場合、条件①と異なり山なりのグラフとな

り、IRRはCase3において最も高い値を示した。Case4、

5 では蓄電池費用の増大の影響が大きくなり、IRR は低

くなった。条件④は条件①に CO２削減分を収益として

加えた分、IRR が約２倍高くなった。条件⑤の場合、ハ

ードルレート 10％を上回るのは、Case2、3、4 となっ

た。 

 4．まとめ 

本研究では、ごみ焼却発電施設に併設する蓄電池の最

適容量を求める基礎的な考え方、算出手法を検討した。

この結果、Case3 が最適容量であると想定できた。今後

の課題として、今回はある 1 日分のデータを電力需給

バランスや電力価格を年平均値として想定したが、実

際はこれらの値は常に変動しているため、変動を考慮

した算定モデルに改善していく。 
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表 7 条件④の結果 

表 8 条件⑤の結果 

 

図 5 条件①③④⑤の事業採算性比較 

 

表 6 条件③の結果 

 

表 4 条件①の結果 

表 5 条件②の結果 

図 4 条件①②の事業採算性比較 

 

https://www.ngk.co.jp/product/nas-

intro.html 
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